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税・公金の電子納付の推進等について 

 

令和 2 年 9 月、一般社団法人全国信用組合中央協会は、一般社団法人全国銀

行協会、一般社団法人全国地方銀行協会、一般社団法人信託協会、一般社団法

人第二地方銀行協会、一般社団法人全国信用金庫協会、一般社団法人全国労働

金庫協会および農林中央金庫と連名で、内閣情報通信政策監、総務省、国税庁

および厚生労働省に対して、電子納付の推進等のための施策等について、要望

書を提出しました。 

また、警察庁に対して、交通反則金に係る電子納付導入を早期に実現してい

ただくよう要望書を提出するとともに、地方公共団体関係 3団体（全国知事会、

全国市長会、全国町村会）に対しても、地方税の収納事務の電子化の推進に関

して、地方税の電子納付に係る取組みへの支援および納付書の規格・様式の統

一およびＱＲコードの活用を進めていただくよう要望書を提出しました。 

今回の要望では、本年 5 月 4 日の新型コロナウイルス感染症専門家会議にお

いて、「新しい生活様式」が整理されたことを踏まえて、納税に伴う一連の手続

きをペーパーレス化することにより、人との接触を 8 割減らし、「3 つの密」の

回避、即ち、電子納付を推進することは、「新しい生活様式」の実践に寄与する

とともに、政府の「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基

本計画」に掲げられている「税・社会保険手続きのワンストップ化・ワンスオ

ンリー化」の実現に繋がるものです。 

なお、要望先ごとの個別要望項目は次のとおりです。 

 

 



 

 

要望先 要望内容 

内閣情報通信政策監 

（政府 CIO） 

１．税・公金に係る電子納付の推進に向けた一層の支援 

２．マイナポータルを利用した地方税等の電子納付の早期 

実現 

総務省 

１．地方税の電子納付等に係る取組みの推進 

２．賦課税納付書の規格・様式の統一、ＱＲコードの活用 

３．電子納付の推進・周知強化 

４．延滞金等の取扱いの見直し 

５．自動車税の納付確認電子化に係る更なる利便性向上 

６．地方税収納等にかかる経費負担の適正化 

国税庁 

１．電子納付の推進・周知強化 

２．電子申告・電子納付に関する地方税との連携 

３．ダイレクト方式および預金口座振替に係る経費負担の適

正化 

厚生労働省 

１．労働保険料の電子申告・電子納付の推進 

２．国民年金保険料等の電子納付の推進 

３．電子納付の推進・周知強化 

４．預金口座振替に係る経費負担の適正化 

警察庁 ○ 交通反則金に係る新たな納付方法の早期導入 

全国知事会 １．地方税の電子納付に係る取組みへの支援 

２．賦課税納付書の規格・様式の統一、ＱＲコードの活用 

３．電子納付の推進・周知強化 

４．地方税収納等に係る経費負担の適正化 

全国市長会 

全国町村会 


